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環境基本法



4

年次
区分 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

総数 5,889 6,308 6,189 6,649 6,627

廃棄物処理法 5,109 5,493 5,375 5,759 5,772

その他 780 813 811 889 855
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所管課・施設等が
知っている情報

⇒環境政策課は??

設備更新情報等

施設等に適用される環境法令等は
当該施設及び施設所管課が

主体的に順守する。

特定部門等に官報
が届き確認

⇒関係所属に配信

法条例等の最新情報

当該施設と
施設所管課が
自己管理する

環境課が
情報提供できる
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所属名

点検日

点検者 確認者

［設備又は業務等］

［〇〇庁舎の対象設備又は業務・チェックポイントなど］

［該当条項と順守チェック］ （Ｈ：法、Ｒ：法施行令、Ｋ：法施行規則、Ｊ：条例、Ｅ：その他）

条項 点検

Ｈ16
（告示)

Ｈ16
（告示)
※１

Ｈ16
（告示)
※１

Ｈ16
（告示)

Ｈ16
（告示)
※２

Ｈ19
Ｋ2～3

■漏えい量の報告■
・算定漏えい量（★）が年間で1,000t-CO2以上の
　管理者は毎年度所管大臣に報告
　★充塡証明書、回収証明書を用いて算定する
　　（ただし、設置時の充塡量は除く）

□回収・充塡時に回収･
  充塡証明書の交付を受
　けたか
□年間算定漏えい量を報
　告したか

※２　改正法（Ｒ2年4

月1日施行）により、
廃棄後の保存が義務化
されました。

■点検・修理・充塡・回収の記録■
・点検・修理・充塡・回収の記録を作成
・記録は機器の廃棄後３年間保存する

□点検･修理等を記録したか
□記録は廃棄時まで保存さ
　れているか

■漏えい発見時の措置■
・速やかに漏えい箇所を修理する
・速やかに故障箇所を修理する
・修理までは再充塡を行わない

□漏えい等を発見した場合
　に速やかに漏えい箇所を
　特定し、修理等を実施し
　たか（記録を確認）

※１　平成27年４
月から義務化され
ました。

■定期点検の実施（一定規模以上の機器）■
・資格を有する者による定期点検
　－ 7.5以上50kW未満の空調機：３年に１回以上
　－ 50kW以上の空調機　　　 ：１年に１回以上
　－ 7.5kW以上の冷凍冷蔵機器：１年に１回以上

□定められた頻度で有資
　格者による点検を行っ
　たか（記録を確認）
□異常があった場合、修
　理を実施したか

＜告示＞第一種特定
製品の管理者の判断
の基準となるべき事
項

■簡易点検の実施（全ての機器）■
・３ヶ月に１回以上の簡易点検(担当者の目視等)
  －庫内温度を確認
　－異音、外環の損傷、腐食、熱交換器の霜付等
　　冷媒のフロン類が漏えいしている徴候を確認

□３ヶ月に１回以上点検を
　行ったか(記録を確認)
□異常があった場合、専門
　点検や修理を実施したか

フロン排出抑制法

■適切な場所への設置・使用環境の確保■
・損傷や振動を与える機器が周囲にないか
・点検、修理に必要なスペースがあるか
・熱交換器等に汚れの付着などがないか　等

□左記項目を目視で確認

確認内容等

標準的チェックリスト 令和　年度　環境関連法令チェックリスト （作　成：Ｈ28年６月30日）
（更　新：Ｒ５年2月10日）

業務用空調機・冷蔵
機器・冷凍機器

業務用の機器であって、フロン類（★）が充塡されている空調機・冷蔵機器・冷凍機器（第一種特
定製品）を管理する場合は、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出
抑制法）等の以下の条項が適用されます。
　★ｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ(CFC),ﾊｲﾄﾞﾛｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ(HCFC),ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ(HFC)

法令名 順守すべき内容 チェック方法例

①順守、②不順守、

③該当無、のリスト

から選択してください

順守状況を確認した文

書や、取組を実施した年

月日などを記載してくだ

さい
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大気汚染防止法
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大気汚染防止法
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大気汚染防止法
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▶

▶



大気汚染防止法
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大気汚染防止法
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大気汚染防止法
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騒音・振動規制法
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▶

施設の種類 規制対象規模

空気圧縮機、送風機 原動機の定格出力※が7.5kW以上

▶

※各市の指定地域については、市の一部の区域のみを指定地域としている市もあ
ります。各市の指定地域は、各市に確認してください。



騒音・振動規制法
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騒音・振動規制法
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▶

▶



騒音・振動規制法
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騒音・振動規制法
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※工業専用地域は指定地域に含まれていませんので、規制基準は適用されません。
※各市の規制基準については、これと同様のケースが多いですが、各市に確認してください。



騒音・振動規制法
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騒音・振動規制法
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出典：環境省騒音の目安：
https://www.env.go.jp/content/900405139.pdf
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フロン排出抑制法

27

規制が強化
されています!



フロン排出抑制法
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室内機 室外機 冷蔵庫 冷水器

用用



フロン排出抑制法
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フロン排出抑制法
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フロン排出抑制法
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機器使用時

機器を適切に設置
適切な使用環境を維持・確保

定期的な点検の実施（簡易点検・定期点検）
点検・整備の記録の作成及び保管

（機器ごと、 機器廃棄後3年間）
フロン類の漏洩に適切に対処
フロン漏えい量の把握

☛ 事業者全体で1,000 CO2-t/年以上の場合は国に報告

機器設置時

第一種フロン類充填回収業者への引渡し
フロン類回収の書面管理
①【フロン回収】行程管理票を交付しA票を３年間保管
②【フロン回収】引取証明書（E票）を３年間保管

③【機器廃棄】引取証明書（E票）の写しを交付
④【解体工事】事前説明書類を3年間保管

機器廃棄時等
（フロン回収時）

改正

改正

改正



フロン排出抑制法
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フロン排出抑制法
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フロン排出抑制法
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



出典:改正フロン排出抑制法に関する説明会資料 (令和元年度版)
（環境省・経済産業省）



フロン排出抑制法
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経済産業省ＨＰ

http://www.meti.go.jp/policy
/chemical_management/ozon
e/kannitennkenpanfuretto.pdf

（一財）日本冷媒・環境保全機構

http://www.jreco.or.jp/data/guidan
ce28_5.mp4

【動画】簡易点検の実施方法（８分30秒）
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フロン排出抑制法
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〔出典〕フロン排出抑制法説明会資料（環境省）



フロン排出抑制法
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✔

✔

✔
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高 圧 ガ ス 保 安 法
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▶



高 圧 ガ ス 保 安 法
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︓

︓



高 圧 ガ ス 保 安 法
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︓
︓
︓
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マスター タイトルの書式設定 毒劇法
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▶



マスター タイトルの書式設定 毒劇法

45

毒物・劇物がある

法律の適用あり

Yes

No

適用なし

化学物質（薬品）の
取扱いがある



マスター タイトルの書式設定 毒劇法
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https://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/gaiyou/kisei/zyoubun/kizyun/haikikizyun.html

▶

▶
▶
▶
▶

▶
▶



マスター タイトルの書式設定 毒劇法
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医薬用外毒物

医薬用外劇物
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消 防 法
火 災 予 防 条 例
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▶▶



消 防 法
火 災 予 防 条 例

50

燃料タンク等、危険物を保管している

指定数量以上の
危険物を保管する

注）指定数量は次ページ参照

法令の適用あり 条例の適用あり

Yes

No

Yes

No指定数量の１/5以上
指定数量未満の危険物
（少量危険物）を保管

している

適用なし



消 防 法
火 災 予 防 条 例
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消 防 法
火 災 予 防 条 例

52

 少
量
危
険
物
貯
蔵
取
扱

所 

第
○
類 

品
名 

最
大
数
量 

30cm 
以上 

地は赤色、文字は白色 地は白色、文字は黒色 地は白色、文字は黒色 

30cm 
以上 

30cm 
以上 

60cm 
以上 

60cm 
以上 

60cm 
以上 

少
量
危
険
物
貯
蔵
取
扱
所



消 防 法
火 災 予 防 条 例
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消 防 法
火 災 予 防 条 例
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法 人
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廃 棄 物 処 理 法
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廃 棄 物 処 理 法
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廃 棄 物 処 理 法
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…業種限定のある産業廃棄物



廃 棄 物 処 理 法
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廃 棄 物 処 理 法
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（写真出典）環境省



廃 棄 物 処 理 法排出事業者の順守事項（産業廃棄物）
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廃 棄 物 処 理 法
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廃 棄 物 処 理 法
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











許可証を確認

許可証 許可証



廃 棄 物 処 理 法
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様式第七号（第十条の二関係） 

許可番号 第 0000000000 号 

 

産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 許 可 証 
 

住 所       ○○県○○市○○丁目○○番○○号 

氏 名       ○○○○株式会社 

          代表取締役 ○○ ○○ 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14 条第 1 項の許可を受けた者であることを証する。 

 

○○○知事  ○○ ○○ 印 

 

許可の年月日    平成○○年○○月○○日 

許可の有効期限   平成○○年○○月○○日 

 

1. 事業の範囲 

（1）業の区分 

収集運搬業（積替・保管を除く。） 

（2）産業廃棄物の種類 

廃プラスチック類、紙くず、木くず 

 

2. 積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は

保管を行う産業廃棄物の種類、積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ 

なし 

 

3. 許可の条件 

なし 

 

4. 許可の更新又は変更の状況 

平成○○年○○月○○日  新規許可 

平成○○年○○月○○日  更新許可 

 

5. 積替え許可の有無   無 

 

6. 規則第 9 条の 2 第 5 項の規定による許可証の提出の有無   無 

 

令和○○年○○月○○日

令和○○年○○月○○日
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必要な状況
委託の種類への対応

収集運搬 処分

委託する産業廃棄物の種類 ●

委託する産業廃棄物の数量 ●

運搬の最終目的地
処分又は再生の場所の所在地 ●

処分又は再生の方法 ●

処分又は再生の施設の処理能力 ●

最終処分の場所の所在地 ●

最終処分の方法 ●

最終処分施設の処理能力 ●

委託契約の有効期間 ●

委託者が受託者に支払う料金 ●

産業廃棄物許可業者の事業の範囲 ●
積
替
え
又
は
保
管

(

収
集
・
運
搬)

積替え保管場所の所在地

積替え保管場所で保管できる産業廃棄物の種類及び積替えのための保管上限

安定型産業廃棄物の場合、他の廃棄物との混合への許否等

委
託
者
側
か
ら
適
正

処
理
に
必
要
な
情
報

産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項 ●
通常の保管で、腐敗・揮発等の性状の変化に関する事項 ●
他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項 ●
JIS C 0950に規定する含有マークの表示に関する事項 ●
石綿含有産業廃棄物、特定産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物または水銀含有ばいじん等が含まれ
る場合は、その旨

●

その他、取り扱う際に注意すべき事項 ●
契約期間中に適正処理に必要な情報（上記６項目）に変更があった場合の情報伝達に関する事項 ●
委託業務終了時の受託者の委託者への報告に関する事項 ●
委託契約を解除した場合の処理されない産業廃棄物の取扱い ●



廃 棄 物 処 理 法
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【実地確認チェック事項（例）】
□ 許可の内容と事業者の実態は一致しているか
□ 契約書やマニフェストは適切に保管されているか
□ 委託先の事業者の処理施設の規模や能力は委託内容に比べて十分

か
□ 処理施設や積替保管の場所は清掃が行き届いているか
□ 受け入れた廃棄物の管理は適切か、過剰に保管されていないか
□ 処理施設の周辺の環境に配慮をしているか



廃 棄 物 処 理 法
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記載内容
法定記載事項
を満たすこと

交付時
記載内容と、

契約内容や引
き渡す廃棄物
の情報に相違
がないことを
確認の上、交
付する



廃 棄 物 処 理 法④ 適正処理の管理
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廃 棄 物 処 理 法
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







マニフェストの法定受領期間



廃 棄 物 処 理 法⑤ 知事への報告

72



廃 棄 物 処 理 法
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 産業廃棄物保管場所の掲示板の不備
掲示板が設置されていない・掲示板のサイズが小さい
掲示板に記載されている産業廃棄物の種類と実際に
保管している産業廃棄物との整合が取れていない 等

 産業廃棄物の処理委託に係る委託契約書の不備
法定記載事項の一部が記載されていない 等

 マニフェストの記載・管理の不備
法定記載事項の一部が記載されていない
各票の返却日を管理していない 等

 マニフェスト交付等状況報告書の未提出
知事等への提出期限:毎年６月30日まで
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プラスチック資源循環促進法
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出典：経済産業省 環境省 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律のパンフレット
https://plastic-circulation.env.go.jp/wp-content/themes/plastic/assets/pdf/pamphlet.pdf

プラスチック資源循環法



プラスチック資源循環促進法
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プラスチック資源循環法



プラスチック資源循環促進法

77

プラスチック資源循環法



プラスチック資源循環促進法
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プラスチック資源循環法
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PCB特別措置法
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▶

▶

▶



PCB特別措置法
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PCB特別措置法
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PCB特別措置法
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出典:環境省パンフレット 「ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の期限内処理に向けて」

詳細は各メーカーに問い合わせるか、（一社）日本照明工業会のホームページを参照
http://www.jlma.or.jp/kankyo/pcb/index.htm



PCB特別措置法
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▶



PCB特別措置法
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PCB特別措置法
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家電リサイクル法

 特定家電とは
・家電リサイクル法により再商品化が義務付けられている製品
・対象機器は、家庭用として製造販売された、テレビ（ブラウン管、液晶とも）、
エアコン、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機、衣類乾燥機

 特定家電の処分方法
・買い替える場合:
新しい製品を購入する販売店などに引取りを依頼。
・廃棄のみで、購入先が現存している場合:
当該事業者に引取りを依頼。
・廃棄のみで、購入先が不明または現存していない場合:
指定引取場所へ連絡し、自ら持ち込んで処分を依頼。
【参考】家電製品協会 家電リサイクル券センター https://www.rkc.aeha.or.jp/

・上記いずれの場合も、リサイクル料の負担が必要。



PCB特別措置法
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家電リサイクル法

 他の産業廃棄物と合わせた処分における注意点
処理費用の合理性を勘案し、産業廃棄物（収集・運搬）許可業者へ
一括委託する場合の注意点は以下。

＊特定家電とその他産廃物を混在して収集・運搬しないこと。

＊マニフェストは別に作成すること。
（特定家電は指定引取場所への運搬のみの依頼となる）

＊特定家電のリサイクル料は、郵便局またはゆうちょ銀行で
事前に支払いを行い、当該リサイクル券を添えて
許可業者に依頼すること。
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01 環境法令管理のポイント

02 環境法令の基礎知識

研修内容

03 演習問題
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研修後、
自組織の該当有無を✓し、法
律名を記入してみましょう!


